
 2006 年 10 月 
日本銀行調査統計局 

物価統計担当 

 

2000 年基準企業物価指数における調査価格の変更実績（2006 年 4～6 月中） 

 

１．調査価格の変更件数 

── ( )内は前年、[ ]内は全体の調査価格数＜2006／6 月時点＞ 

主 な 類 別 件 数 主  な  品  目  名 

国内企業物価 [5,514] 262(359) ──── 

 電 気 機 器 

 

 

 

一 般 機 器 

 

 

そ の 他 工 業 製 品 

 

加 工 食 品 

 

繊 維 製 品 

 

化 学 製 品 

 

金 属 製 品 

 

輸 送 用 機 器 

 

89(107) 

 

 

 

35( 45) 

 

 

27( 31) 

 

16( 28) 

 

15( 23) 

 

14( 34) 

 

14( 12) 

 

14( 21) 

 

パーソナルコンピュータ、携帯電話機・ＰＨＳ電話機、

磁気ディスク装置、印刷装置、医療用電子応用装置、

カラーテレビ、デジタルカメラ、電気がま、太陽電池、

換気扇、水晶振動子、プリント配線板、車両用蓄電池

自動車用内燃機関部品、タップ・ダイス、掘さく機、

半導体製造装置、自動販売機、娯楽機器、荷造機械、

産業用ロボット、空気圧シリンダ、ピストンリング 

窓・扉用日よけ、額縁、平版印刷物、おう版印刷物、

ゴム練生地、ゴルフ用具、球技用具、印章・印肉類 

ハム、ベーコン、焼豚、ヨーグルト、冷凍調理食品、

フィッシュソーセージ、もち、すし・弁当、果実飲料

綿織物、ポロシャツ・Ｔシャツ・トレーナー、ふとん、

子供服、女子用スーツ・スカート類、衛生材料 

炭酸ガス、酢酸ビニルモノマー、高密度ポリエチレン、

ポリプロピレン、呼吸器官用薬、アレルギー用薬 

ボルト、ねじ、アルミニウムサッシ、建築用板金製品、

アルミニウムドア、ガスこんろ 

小型乗用車、普通乗用車、二輪自動車、自動車部品、

軽トラック、普通トラック、バス 

輸 出 物 価       [1,164] 77( 81) ──── 

 電 気 機 器 

 

 

化 学 製 品 

 

一 般 機 器 

 

輸 送 用 機 器 

 

33( 25) 

 

 

17( 12) 

 

10( 20) 

 

7(  6) 

 

電子計算機本体、外部記憶装置、カーオーディオ、 

ビデオカメラ・デジタルカメラ、電子機器用コネクタ、

プリント配線板、メモリ部品、光電変換素子、蓄電池

写真フィルム・レンズ付フィルム、二酸化けい素、 

酸化チタン、ポリエチレン、印画紙、塗料 

舶用ガソリン機関、圧縮機、空気動工具、電動工具、

建設機械、工業用ミシン、冷凍機 

小型乗用車、小型トラック、普通トラック、 

自動車部品 

輸 入 物 価       [1,622] 94(111) ──── 

 機 械 器 具 

 

 

 

食 料 品 ・ 飼 料 

 

化 学 製 品 

 

53( 68) 

 

 

 

19(  8) 

 
7(  7) 

 

複写機、電子計算機本体、表示装置、録画・再生装置、

スキャナ・光学式読取装置、オーディオ、電気冷蔵庫、

電気洗濯機、ルームエアコン、変換部品、メモリ部品、

モス型ロジック集積回路、電話機、眼鏡枠・レンズ 

塩かずのこ、トマト加工品、ビスケット類、大豆かす、

ペットフード 

有機ゴム薬品・カーボンブラック、抗生物質製剤、 

診断用医薬品、写真感光材料、化粧品 

合    計 [8,300] 433(551) ──── 

（注）調査価格の変更：調査対象商品の変更、取引条件の変更、調査先の変更、輸出先・輸入元の変更、契約

通貨の変更等。 



２．新旧商品の品質調整の方法 

── 件、( )内は前年 

 国内企業物価 輸 出 物 価 輸 入 物 価 合  計 

コ ス ト 評 価 法         

オーバーラップ法 

ヘ ド ニ ッ ク 法         

直 接 比 較 法         

単 価 比 較 法         

比 較 困 難         

そ  の  他         

 72( 57) 

  7( 12) 

 10( 11) 

 61( 95) 

  1(  6) 

103(178) 

  8(  0) 

 8( 13) 

 1(  4) 

10(  1) 

 9( 12) 

 1(  0) 

47( 49) 

 1(  2) 

19( 18) 

 1(  3) 

 4( 10) 

37( 35) 

 1(  0) 

29( 44) 

 3(  1) 

 99( 88) 

  9( 19) 

 24( 22) 

107(142) 

  3(  6) 

179(271) 

 12(  3) 

合  計 262(359) 77( 81) 94(111) 433(551) 

（注）各品質調整方法の内容については、「企業物価指数の解説」の「８．調査価格 (10)品質調整方法」を

ご覧下さい。なお、「その他」は、契約通貨の変更等。 

３．指数上の処理 

── 件、( )内は前年 

 国内企業物価 輸 出 物 価 輸 入 物 価 合  計 

値 上 げ 

保 合 い 

値 下 げ 

 35( 46) 

180(255) 

 47( 58) 

 7(  2) 

56( 69) 

14( 10) 

 12(  4) 

 65( 78) 

 17( 29) 

 54( 52) 

301(402) 

 78( 97) 

（注）オーバーラップ法（新旧商品の価格差を両商品の品質差とみなして、実質保合いで指数を接続する方

法）を適用したケースについても、新しい調査価格が前月に比べ下落（上昇）している場合は、値下

げ（値上げ）処理として扱っている。 

４．その他 

【①価格調査段階の変更＜国内企業物価＞】 

── ( )内は変更を行った調査価格数 

類 別 品目名 変更内容 実施月 

電 気 機 器 

〃 

印刷装置       （ 1）

デジタルカメラ        （ 1）

生産者→卸売 

生産者→卸売 

5 月 

6 月 

（注）需給動向等をより的確に指数に反映する目的で実施。 

【②平均価格に関する変更】 

── ( )内は変更を行った調査価格数 

類 別 品目名 変更内容 実施月 

国 内 企 業 物 価 ──── ─── ── 

 化 学 製 品 

〃 

プラスチック製品 

金 属 製 品 

〃 

電 気 機 器 

その他工業製品 

農 林 水 産 物 

高密度ポリエチレン   ( 1）

ポリプロピレン         ( 1)

非飲料用プラスチック容器( 1)

アルミニウムドア      ( 1)

ガスこんろ             ( 1)

水晶振動子        ( 4)

平版印刷物       ( 3)

原乳                   ( 2)

取引価格→平均価格 

取引価格→平均価格 

取引価格→平均価格 

取引価格→平均価格 

取引価格→平均価格 

平均価格→取引価格 

標準価格→平均価格 

取引価格→平均価格 

5 月 

5 月 

4 月 

6 月 

4 月 

4 月 

6 月 

4 月 

（注）取引価格：実際の取引価格。 

標準価格：標準的な建値、仕切価格、定価×掛目、料金表価格など、実際の取引において目安とされ

る標準的な価格。 

平均価格：商品あるいは取引条件の異なる複数の実際の取引価格を、それぞれの取引数量で加重平均

した価格。 

以 上 


